様式第１（第６条関係）

防犯カメラ設置費補助金交付申請書

年　　月　　日

（宛先）　北名古屋市長　
申請者　自治会名　　　　　　　　　　　
代表者住所　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
地域安全のため防犯カメラを設置することについて、補助金の交付を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

申請額　　　　　　　　　　円
１　防犯カメラの設置箇所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　補助金の対象となる防犯カメラの台数　　　台
３　防犯カメラ設置工事の開始及び完了の予定日 

年　　月　　日～　　年　　月　　日

４　添付書類

⑴　防犯カメラの設置が自治会の総意であることを証する総会又は役員会の会議
　録の写し等
⑵　住居の全部又は一部が防犯カメラの撮影範囲となる住民等の同意書 

⑶　防犯カメラ及び表示板の設置予定箇所の位置図及び現況写真 

⑷　防犯カメラの撮影対象区域を記載した平面図又は撮影対象区域を撮影した写真

⑸　防犯カメラの運用に関する要領

⑹　防犯カメラの管理責任者及び取扱者の指定に関する書類

⑺　防犯カメラの購入等に係る見積明細書の写し
⑻　防犯カメラのカタログ等

⑼　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

様式第４（第９条関係）
防犯カメラ設置費補助金計画変更承認申請書
年　　月　　日
（宛先）　北名古屋市長　
申請者　自治会名　　　　　　　　　　　
代表者住所　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　㊞
年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付の決定を受けた補助金の計画について、次のとおり変更します。 

	１　計画変更の内容

	当　初　計　画
	変　更　計　画

	
	

	２　計画変更理由



様式第６（第１１条関係）
防犯カメラ設置費補助金事業完了報告書
年　　月　　日
（宛先）　北名古屋市長　
申請者　自治会名　　　　　　　　　　　
代表者住所　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　㊞
次のとおり防犯カメラの設置が完了したので、関係書類を添えて報告します。
１　防犯カメラの設置箇所　　
２　防犯カメラの設置台数　　　　台
３　工事施工業者名　　　　　　　　　　　　　
４　工事費合計金額　　　　　　　　　　　　円
５　工事完了年月日　　　　年　　月　　日
６　添付書類 

⑴　防犯カメラの購入、設置等に係る請求書及び領収書の写し 

⑵　防犯カメラ及び表示板の設置箇所の位置図及び写真 

⑶　設置された防犯カメラにより撮影した画像を印刷したもの 

⑷　防犯カメラの設置について、権原があることを示す書類 

⑸　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
様式第８（第１３条関係）
防犯カメラ設置費補助金交付請求書
年　　月　　日
（宛先）　北名古屋市長　
申請者　自治会名　　　　　　　　　　　　
代表者住所　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付の確定を受けた補助金の交付を次のとおり関係書類を添えて請求します。 

１　交付請求額　　　　　　　　　　円
２　振込先
	金融機関名
	銀　　行
信用金庫
農　　協
	本店
支店

	預金種目
	普通　・　当座
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	


３　添付書類
振込先金融機関の口座通帳の表紙等の写し（金融機関名、口座番号及び名義が入ったもの）
【住居の全部又は一部が防犯カメラの撮影範囲に入る住民等の同意書の参考例】
	同　意　書
　○○○自治会が設置する防犯カメラについて、住居の全部又は一部が撮影範囲に入ることについて同意します。
　なお、これにより生じた問題については、当事者間で処理するものとします。
平成　　年　　月　　日
住所
氏名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)



防犯カメラ設置（参考例）
	番号
	目　的
	撮影箇所
	設置理由

	１
	住宅等侵入盗の未然防止
	住宅街で生活道路の交差点等
	住宅等の集まる区域で、空き巣被害が多発

	２
	子ども・女性を対象とした犯罪被害の防止
	駅からの道路、通学路等
	駅からの道路、通学路でチカン、不審者による付きまとい

	３
	少年の非行防止
	少年達が集まる広場の周辺道路等
	少年達がたまり場に集まり、深夜に騒音や器物損壊

	４
	ごみの不法投棄防止
	河川、ごみ集積場の周辺道路等
	ごみ集積場への不法投棄やごみの放火事案


○○○が設置する防犯カメラの設置・運用要領（参考例）

１　趣旨

この要領は、個人のプライバシーの保護に配慮しつつ、第２項に定める設置目的を達成するため、○○○（※　防犯カメラの設置者）が、第３項に定める場所に設置する防犯カメラの設置及び運用に関し、必要な事項を定めることにより、その適切な運用を図るものとする。

２　設置目的

防犯カメラは、○○○の区域内における犯罪の防止を目的として設置する。

３　設置の場所

⑴　設置場所及び設置台数

別紙配置図の場所に、△△台の防犯カメラを設置する。

（※配置図には、カメラの設置箇所、撮影方向を表示。）

４　管理体制

⑴　防犯カメラの適正な管理を図るため、管理責任者を置くものとする。

⑵　管理責任者は、○○○とする。

（※職・氏名を記載）

⑶　管理責任者は、防犯カメラ、録画装置（モニター、その他の機器一式）の機器の操作を行わせるため、取扱者をおくものとする。

⑷　取扱者は、○○○とする。

（※職・氏名を記載）

⑸　管理責任者及び取扱者の責務は、次のとおりとする。

ア　防犯カメラの画像から知り得た情報の漏えい、または不正使用の防止のために必要な処置に関すること。

イ　防犯カメラの設置及び運用に関する苦情や問い合わせに関すること。

ウ　その他防犯カメラの画像の適切な取扱いに関すること。

５　防犯カメラの設置及び運用

⑴　設置及び運用の制限

防犯カメラの設置及び運用に当たっては、設置目的である犯罪の防止効果を高めるとともに、不必要な個人の画像の撮影を防ぐために、設置箇所及び撮影範囲を必要最小限に定めるものとし、特定の個人又は物を遠隔操作等で継続して追跡撮影を行わないものとする。

⑵　設置の明示

設置者は、防犯カメラの設置及び運用に当たって、撮影区域の出入口やその区域内の見やすい位置に、「防犯カメラ作動中」と記載した表示板を掲示するとともに、表示板には、設置者を明示するものとする。

⑶　設置の許可　

防犯カメラの設置に当たっては、設置場所の管理者の許可を得るものとする。

６　画像の管理及び取扱い

⑴　保管場所

　録画装置（モニター、その他の機器一式）の保管場所は、○○○とし、管理責任者が施錠を行うなどして、適正に管理する。

⑵　立ち入り制限

　　　保管場所には、管理責任者、取扱者及び管理責任者が許可した者以外は立ち入ることができない。

⑶　秘密の保持

　　　設置者、管理責任者及び取扱者は、防犯カメラの画像から知り得た情報をみだりに他に漏らし、又は不当な目的のために使用しないものとする。また、その職を退いた後も同様とする。

⑷　画像の利用及び提供の制限

　防犯カメラの画像を、設置目的以外の目的に利用し、または提供しないこととする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。

ア　法令に基づく場合

イ　捜査機関から犯罪・事故の捜査等の目的により要請を受けた場合。

　　　　ただし、捜査機関が画像の提供を求めるときは文書による。

ウ　個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ない場合

エ　本人の同意がある場合

オ　画像から識別される本人の請求に基づき、本人に提供する場合

⑸　画像の閲覧・提供時の身元確認

　　　防犯カメラの画像の閲覧・提供を行うときは、要請者からの身分証明書等の提示を求めて確認を行うとともに、閲覧・提供の必要性を検討するものとし、画像を閲覧・提供したときは、日時、要請先、理由、画像の内容を記録するものとする。

⑹　画像の適正管理

　防犯カメラの画像の漏えい、滅失、き損、流失及び改ざんの防止その他の画像の適正な管理のために次の点に留意し、必要な措置を講ずるものとする。

ア　画像を保存する場合には、不必要な複製は当該画像を加工してはならない。

イ　画像の記録された媒体（ＤＶＤ、ハードディスク等をいう。以下同じ。）は、保護された場所または施錠設備のある強固な金属製ボックス内に収納して厳重に管理し、６（４）に定める場合を除き、外部へ持ち出してはならない。

ウ　画像の保存期間は、○○日間とする。

　　　（※設置目的を達成する範囲内で、必要最小限の期間。最大１箇月。）

エ　保存期間を経過した画像は、上書き等により速やかに、かつ、確実に消去する。

オ　画像の記録された媒体を廃棄する場合は、読み取りが物理的に行えないよう、破砕、裁断等で処理又は当該記録媒体に記録された画像を復元不可能な方法により消去したことを、管理責任者を含め複数人で確認のうえ処分し、処分した日時、方法等を記録する。

７　苦情及び問い合わせへの対応

　　設置者及び管理責任者は、当該防犯カメラの設置及び運用に関する苦情や問い合わせを受けたときは、誠実かつ迅速に対応するものとする。

８　その他

⑴　設置者は、防犯カメラや録画装置の機器等の日常の維持管理及び廃止後の撤去に関しても、適切に対処するように努める。

⑵　防犯カメラの画像の取り扱いについては、個人情報保護法の規定に基づき、適正に対処するものとする。

⑶　この要領に定めるもののほか、防犯カメラの運用に関して必要な事項は設置者がこれを定める。

附　則

この要領は、平成○○年４月１日から施行する。

